









させている企業を対象に、MBO の問題点を探り、今後の MBO を再考することにある。





検討を行い、杉浦の研究は MBO 実施後 2 〜 3 年の短期的な考察の問題的を指摘し、中長
期的な考察も踏まえて再考する必要性について言及した。




　つぎに、W 社他 2 社の事例研究を行い課題や問題点を整理した。
　第 4 章では、非上場化後も財務データを公開している 5 社の MBO 前後の企業価値をマ
ルチプル法で推定し分析を行った。結果は、企業価値を向上させている企業と、下落して
いる企業に分かれた。企業価値を大幅に下落させた企業として W 社を取り上げ、企業価
値を下落させた問題点を 5 つの分析課題として提示した。①：MBO の目的と効果、②：
MBO 後の財務パフォーマンス、③：LBO の財務への影響、④：MBO 後の従業員の士気
の変化、⑤：MBO 後のガバナンスの変化である。分析手法は、財務データの分析、W 社
関係者に対する非構造化インタビュー調査及び筆者自身の参与観察を合わせて考察した。
　第 5 章では、結論と今後の課題を示した。W 社の企業価値を下落させている要因となる
3 つの問題点を明らかにした。
　一つは、W 社は、MBO 後の 2 年間で大規模な出店戦略を実行し、売上高を 2,400 億か
ら 3,000 億以上へ拡大した。しかし、一方で、営業利益率は MBO 後に下降の一途を辿り、
2014 年には 1.8% まで低下してしまった。
　要因は、①販管費の重さ、②のれん償却費、③支払利息であることが判った。①は




























ブ組織論 （positive organizational scholarship）（Cameron, Dutton & Quinn, 2003）、ポ
ジティブ・アイデンティティ研究（Dutton, 2009）の視点に立ち、役割変革行動が媒介す
るワーク・アイデンティティの（再）形成過程として検証することである。
　これまでの組織社会化研究には 1. 新人が調査対象の中心である、2. 組織が主体となる
制度的社会化戦略の効果測定に偏っている、3. 学習以外のパスが明示的に議論されていな
い、4. 健全な適応と過剰適応の区別がなされていない、という 4 つの研究視点の偏りがあ
る。そこで本研究においては、新人としての適応を一度達成した諸個人を対象とした、社
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